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2006名

- 10％減少（2024年比）

項目 郵送物のデジタル化割合

2020名

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 会員数

現状（2025年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

2022年度健康習慣アンケート（経年評
価表）を基準年とする。
2025年度は基準年より“体の健康”、
“心の健康”を全体的に改善させる。（数
値非公表）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2025年度（簡易計算シートで使用量を
把握。4月～9月実績、CO2使用量：
12.061）2022年度基準年より7％の
減少している。
現在、紙面でのデジタル化はまだ達成し
ていない。

創業者支援も継続的に行っているが、後継者不在による企
業廃業により脱退企業が増加したため、目標未達成。

項目 CO2排出量の割合

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

会員郵送物のデジタル化の推進。 現状（2025年） 更新時（3年後）

2025年度　会員数　2,041名

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

30％

前期の指標に対する実績

50％
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当する
場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値および更新時
（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

2022年度を基準年とする。
（簡易計算シートで使用量を把握。4月
～9月実績、CO2使用量：14.281）
2025年度 2022年度基準より10％
削減させる。
2025年度までに現在、紙面での稟議
書・請求書などをデジタル化させる。

前期の指標に対する実績

CO2（電気・ガソリン）削減の推進。
DXの一環としてペーパレスをすすめる。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

全役員・職員にLINE WORKSを活用したり、2025年度
DocuWorksを全職員に導入したが、使用マニュアル作成
中のため本格稼働ができていないことにより、目標未達成。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a
全職員、健康診断・インフルエンザ予防接種等により健康向
上しており、目標達成。

ハラスメント規定を設け、職員の心の健
康ケアを行っている。

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と「指
標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

商工会議所の会員、従業員その家族、日本商工会議所、取引先、国・県・市などの行政、他の経済団体、公私立保育・
教育機関、農業水業などを含む連携する諸団体との信頼関係をさらに強化し、職員と事業推進にあたり情報を共
有のうえ、個々の能力・個性に応じた職場環境の整備を進める。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

事業を推進することで会員増強を図る。
2022年度　2,146名を基準とする。
2025年度　2,250名へ増加させる。

健康経営を導入し職員に対する健康向上を推進する。

経済

環境

事業者名 八代商工会議所

商工会議所は “地区内における商工業者の共同社会を基盤とし、商工業の総合的な改善発達を図り、かねて社会
一般の福祉の増進に資し、もって我が国商工業の発展に寄与すること”を目的としている。目的に従ってステーク
ホルダーと伴走し、利益と満足度を高めるための事業を積極的に推進することで、2060年時点で人口10万人を
維持し、安全・安心で持続可能なやつしろを目指す。地域の事業所が持続することにより日本、ひいて誰一人取り
残さないは世界を実現する。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

事業推進による会員増強。

CO2（電気・ガソリン）削減の推進。


